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地域包括ケアシステムを先駆する川崎市幸区こども総合支援ネットワーク会議
―会議の活動報告および市立看護短期大学の役割について―

木村　紀子１）

　各自治体が、地域包括ケアシステム構築を進めているが、その多くは、高齢者及び認知症

高齢者の地域での生活を支えるために提供される地域包括ケアシステムが中心となってい

る。川崎市では、市の実情に応じた「ご当地システム」として、「自助・互助・共助・公助」

をベースとしたすべての市民が対象の地域包括ケアシステムを構築しており、子どもも例外

なく含まれている。川崎市立看護短期大学は「幸区こども総合支援ネットワーク会議」にメ

ンバーとして参画しているが、地域包括ケアシステムを構築していく一助となるよう、幸区

こども支援ネットワーク会議をはじめとするさまざまな取り組みに参画しながら、今後もさ

らなる役割を果たしていく必要がある。

キーワード：川崎市幸区　地域包括ケアシステム　こども総合支援ネットワーク

　　　　　　子ども子育て支援

Ⅰ．はじめに
　厚生労働省１）は、団塊の世代が 75 歳以上となる

2025 年を目途に、重度な要介護状態となっても住

み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで

続けることができるよう提案し、それを受けて保険

者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体

性に基づき、住まい・医療・介護・予防・生活支援

が一体的に提供される地域包括ケアシステムを推進

地域の特性に応じて作り上げていくことが求められ

ている。また、今後、認知症高齢者の増加が見込ま

れることから、認知症高齢者の地域での生活を支え

るためにも、地域包括ケアシステムの構築が重要で

あるといわれている。さらに高齢化の進展状況には

大きな地域差が生じているため、その取り組み内容

も地域によって異なっており、それそれの特徴を

持っている。

　我が国の（政令）指定都市は、2016 年 10 月の時

点で 20 都市が存在し、川崎市立看護短期大学の母

体である川崎市も、昭和 47 年 4 月 1 日より政令指

定都市として自治している 2）。地域包括ケアシステ

ムについて 20 政令指定都市および 48 中核市（2017

年 1 月 1 日現在）の取り組み 3）を比較してみると、

新潟市のように『「地域の茶の間」をベースにした

支え合いのしくみづくり」世代や障がいの有無等を

超えた、地域での「お互いさま」の関係づくり、支

え合い、助け合いの推進を図る』など、独自のプラ

ンを掲げて取り組もうとしている都市もあるが、ほ

とんどの都市が厚生労働省の掲げた基本プランに合

わせ、高齢者に対する住まい・医療・介護・予防・

生活支援について取り組んでいるのが現状である。

川崎市では、「地域の自主性や主体性に基づき」に

則り、市の実情に応じた「ご当地システム」として、

「自助・互助・共助・公助」をベースとしたすべて

の市民が対象の地域包括ケアシステムを構築してお

り、先駆的な特徴のある取り組みをしていることが

わかる。地域包括ケアシステムの構築に向けた取り

組みを進めるにあたっては、行政を中心に、地域を

支える様々な主体がその考え方を共有し、それぞれ

において取組を進めており、川崎市立看護短期大学

もその取り組みの一つである「幸区こども総合支援

ネットワーク会議」にメンバーとして参画している。　

　　　　　　

　今回、川崎市が取り組んでいる子ども・子育て分

野の地域包括ケアシステム構築に向けた取り組みを

幅広く周知することを目的とし、幸区子ども総合支

援ネットワーク会議の紹介を含め、その活動を報告

するとともに川崎市立看護短期大学の今後の取り組

みについて考察する。

1) 川崎市立看護短期大学
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Ⅱ．活動の経緯と内容　
【ネットワーク会議設立の経緯】

　幸区では、平成 18 年からこども総合支援担当及

び関係機関等による情報交換、相互協力等を行うた

めに、31 の団体からなる「ネットワーク会議」を

立ち上げた⁴）。川崎市立看護短期大学は子ども支援

の強化を図る名目で学長経由の協力要請があり、平

成 24 年から構成団体の一メンバーとして参画を開

始した。

　また、一生住み続けたい最幸のまち・川崎をめざ

して、川崎市では平成 27 年 3 月に「川崎市地域包

括ケアシステム推進ビジョン」が策定された。この

ビジョンは、「誰もが住み慣れた地域や自分が望む

場で安心して、暮らし続けることができる地域の実

現」を基本理念として、すべての住民を対象とする、

川崎市におけるさまざまな関連計画の上位概念とし

て位置付けられている。また、地域包括ケアシステ

ムの構築に向けた取り組みを進めるにあたっては、

行政内部ばかりでなく、保健・医療・福祉の関係機

関、町内会、自治会、地域・ボランティア団体、住

民など地域を支える様々な主体においても、その考

え方を共有し、それぞれにおいて取組を進めていく

ことが期待されている、とあり、幸区こども総合支

援ネットワーク会議もその一つとして位置付けられ

ている。

【ネットワーク会議の概要】

〔目的〕（要綱第１条）　

  幸区におけるこども支援及び関係機関等による情

報交換、相互協力等を行うために幸区こども総合

支援ネットワーク会議を設置する。　

〔所掌事項〕（要綱第２条）

１  ネットワークを構成する者の相互連携を深める

ために情報交換をすること

２　ネットワークを構成する者が主催する事業、活

動を相互に協力、支援すること　　　　　　　　

３　幸区内におけるこども支援策の検討・推進をす

ること

４  子どもの地域包括ケアシステムの推進に向けた

取組を検討すること

 〔平成 29 年度のネットワーク会議の運営について〕

１　ネットワーク会議のこれまでの取組を継続して

行いながら、幸区における地域包括ケアシステム

の推進に向けた会議体である「幸区地域包括ケア

システム推進本部会議」、「要保護児童対策地域協

議会」、「地域福祉計画推進会議」等との連携を図

る。

２　部会１と４を統合し、会議を年２回開催。子ど

も・子育て分野の地域包括ケアシステムに関する

情報共有・意見交換を行うとともに、部会内で抽

出された課題等に対応するための取組（講演会等）

を年２回開催することで、幸区における子ども・

子育て分野の地域包括ケアシステムの構築に向け

た取組を推進し、併せて会議や部会開催について

効率化を図る。

３　幸区こども総合支援ネットワーク会議の事務局

は、地域みまもり支援センター地域ケア推進担当、

学校・地域連携担当、保育所等・地域連携担当が

連携して行う。

〔平成２９年度ネットワーク会議の体制〕

〈部会１〉　こどもの地域包括ケアシステム　

　　こども・子育て分野の地域包括ケアシステムの構築に向けて、情報共有・意見

交換を行う。部会内で抽出された課題等に対応し、地域住民の子育てへの関心

を高めるための取組（講演会等）を行う。

* 幸区役所保健福祉センター地域ケア推進担当より、川崎市立看護短期大学は、組

織の状況を考慮し「部会１」に所属し、活動することとなった。

　　　　　　　

〈部会２〉　みんなで子育てフェアさいわい　　

　　子育て支援機関と連携し地域全体の交流を深め、誰もが安心して暮らせる地域

づくりを目指し、「みんなで子育てフェアさいわい」を幸市民館において実施

する。　　　　　　　　　　　　　

〈部会３〉　こども情報ネットさいわい

　　こども情報ネットさいわいを年３回発行し、学齢児童等に地域に関心を持って

もらうための情報を提供する。

*幸区こども総合支援ネットワーク全体会と各部会の定例会議が年数回開催される。

幸区こども支援

ネットワーク会議
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【具体的活動の紹介】（地域包括ケアシステム構築に

向けた取組 :川崎市 より）

〔倫理的配慮〕

　平成 29 年度初回の幸区こども総合支援ネット

ワーク会議にて、本会議の活動報告と地域包括支援

システムの啓蒙の意義も含め、まとめた上、さらに

公表する旨を口頭で説明し、幸区こども支援ネット

【幸区こども総合支援ネットワーク会議構成機関】
【幸区こども総合支援ネットワーク会議構成機関】 

                    事務局 幸区役所保健福祉センター地域ケア推進担当  
 
【具体的活動の紹介】（地域包括ケアシステム構築に向けた取組:川崎市 より） 
 

NO 組織所属部署名 NO 組織所属部署名 NO 組織所属部署名 

1 民間保育園 14 幸区民生委員児童委員協議会（幸区主任児童委員） 27 総合教育センター 

2 私立幼稚園 15 幸区青少年指導員連絡協議会 28 幸区役所危機管理担当 

3 公立保育園 16 幸区スポーツ推進委員協議会 29 幸区役所地域振興課 

4 幸区内市立小学校 17 幸区 PTA 連絡協議会 30 幸市民館 

5 幸区内市立中学校 18 幸区子ども会連合会 31 幸区役所保健福祉センター担当（地域支援担当） 

6 幸区内市立高等学校 19 幸警察署 32 幸区役所保健福祉センター児童家庭課 

7 しゃんぐりらベビーホーム 20 神奈川県警察本部少年育成課少年相談・保護センター 33 学校教育部指導主事（幸区教育担当） 

8 幸区子育て支援サークル 21 幸少年補導員連絡会 34 幸区更生保護女性会 

9 幸区こども文化センター 22 幸区保護司会 35 幸区赤十字奉仕団 

10 幸区地域子育て支援センター 23 人権擁護委員協議会 36 幸区食生活改善推進員連絡協議会 

11 幸区町内会連合会 24 幸区地域教育会議 37 川崎市発達相談支援センター 

12 幸区社会福祉協議会 25 川崎市こども家庭センター 38 川崎市立看護短期大学 

13 幸区民生委員児童委員協議会 26 南部療育センター 39 幸区子育てボランティア 

・みんなで子育てフェアさいわい

　区内子育て支援団体・機関と連携し、地域交流を

深めるイベントとなっている。

　・「陽だまり」（塚越・小倉）

　赤ちゃんから高齢者まで誰でも利用できる住民同

士の交流の場になっている。

* 上記以外でも、川崎市立短期大学の学生ボランティアを中心に、ボランティア要請があれば部会を超

えてイベント参加し、活動している。

〔幸区こども支援ネットワーク会議メンバーによる具体的活動の紹介（一部抜粋）〕　

ワーク全体会議で同意を得た。また、本研究で使用

した会議録および会議報告書はすでに公表されてい

るものであり、誰でも閲覧可能なものである。使用

した文章は、「子ども情報ネットさいわい」等です

でに公表されているものであり、これらも誰でも閲

覧可能なものである。また、イラストは、それらに

掲示されている写真をイラスト化したものであり、

個人が特定できないように配慮した。
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Ⅲ．川崎市立看護短期大学の役割
　川崎市立看護短期大学は平成 24 年から、構成団

体の一メンバーとして参画を開始し、7 年目を迎え

る。この間、幸区こども支援ネットワーク全体会と

部会１の定例会議に出席し意見交換をしながら、川

崎市の看護基礎教育を担う短期大学としてできるこ

とは何かを検討してきた。そこで、間接的でもボラ

ンティア活動を通して協力することが出来るのでは

ないかと考え、幸区こども総合支援ネットワーク全

体会で声掛けをし、他の構成機関からの要請を受け、

連携しながら学生及び教員によるボランティア活動

を中心に実施してきた。幸区の地域における子ども・

子育て分野の課題で記したように、子ども・子育て

を取り巻く課題が多様化している現代社会において

は、広報活動等も含め更なる取り組みが必要である

といえる。これらのことからも看護職の活躍の場が、

医療機関から地域へと広がっていることは明らかで

あるといえる。

　ちなみに、他の自治体と大学のコラボレーション

を調べたところ、例えば青森県立保健大学では平成

26 年に「青森市と相互の密接な連携と協力により、

地域の課題に適切に対応するため、地域住民の健康

増進及びヘルスリテラシーの向上等に寄与すること

を目的として、連携に関する協定を締結した。」5）

とあり、トータルで地域包括ケアを促進しようとす

る動きが見て取れる。

　このようにあらためて考えると、本学が「幸区地

域における子ども・子育て」に関して現在出来るこ

ととして、全大会および部会への参加、ボランティ

ア活動などを行なうに留まっているともいえるであ

ろう。今後に向けて、将来的には川崎市の中心とな

りソーシャル・インクルージョンの理念に基づき、

「地域包括ケア」を推進する存在として、本学主体

で開催できる講座などさらに強化しながら活動して

いくことが求められていると考える。

　看護の職能団体である日本看護協会は、16 年度

に「『看護の将来ビジョン』の『高齢者だけでなく、

子どもを産み育てる人々、子どもたち、障がいのあ

る人々などを含む全ての人々の生活を地域で支え

る』という内容に沿って、子どもと子育て世代に事

業の対象を拡大し、『全世代型の地域包括ケアシス

テム』を構築するための取り組みを始めます。」6）

と、川崎市の取り組みと同様の取り組みを推奨して

いる。看護職が、積極的に地域の関係者とのネット

【幸区の地域における子ども・子育て分野の課題】

　平成 28 年度幸区こども総合支援ネットワーク会

議報告書には、ネットワーク会議構成機関へのアン

ケート結果も掲載されており、今後に向けての課題

が提示されている。

以下、大分類 と小分類・を記する。

教育・子育て

・子育て家族の孤立化

・地域とのかかわりが少ない、減っている

・地域の取組が知られていない、地域人材につなげ

ていきたい

・切れ目ない支援ができていない

・適切な支援がない

・制度や施設の役割、取組が知られていない

・連携がうまくいっていない、連携が必要

・支援方法の見直し、支援場所の確保、（子どもだ

けでなく）家族の支援が必要

・教育. マナー、地域の防犯、環境美化等広報. 普

及啓発が必要

・その他

虐待、貧困、非行など

・貧困、疾患、離婚、ＤＶ等問題を抱えるさまざま

な家庭環境がある

・虐待がある、虐待が疑われ支援が必要な世帯が存

在する

・貧困の世帯が存在する

・非行につながるケースがある

・その他

　平成 28 年度の「幸区地域における子ども・子育

て分野の課題」で抽出された課題は、年度末の全体

会議内で共有し、今後に向けて少しでも具体的対策

に近づけるよう案を出し合いながら意見交換等を

行った。

　上記課題より、平成 29 年度は「子どもの貧困」

に焦点を当てて、法政大学現代福祉学部の湯浅誠教

授を招いて「地域づくりとしての子どもの貧困対策

を考える」のテーマで講演会が平成 29 年 12 月に開

催された。このように、幸区の地域における子ども・

子育て分野の課題を各年度で話し合い、共有しなが

ら、より子どもや家族が過ごしやすい地域となるよ

う検討している。
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ワークを構築していくようになると、今後、地域包

括ケアシステムを包含した看護基礎教育のカリキュ

ラム検討も含め、川崎市立看護短期大学の役割はま

すます重要になると推察される。

Ⅳ．まとめ
　各自治体が「地域の自主性や主体性に基づき」に

則り、地域包括ケアシステム構築を進めているが、

その多くは、高齢者及び認知症高齢者の地域での生

活を支えるために提供される地域包括ケアシステム

が中心となっており、川崎市の取り組みとは異なっ

ている。その背景には、人口減少と高齢化率上昇の

時代に川崎市の人口は増加し続け（平成 30 年 9 月

1 日現在 1,516,340 人）7）、しかも子どもの人口も

増加しており、全国的にも稀有な自治体であること

がわかる。川崎市立看護短期大学は、その状況下で

地域包括ケアシステムを構築していく一助となるよ

う、幸区こども支援ネットワーク会議をはじめとす

るさまざまな取り組みに参画ながら、役割を果たし

ていく必要がある。

おわりに
　幸区こども支援ネットワーク会議に参画し、本稿

を執筆するにあたり、あらためて川崎市が独自の先

駆的な特徴のある取り組みをしていることがより具

体的に明らかとなった。川崎市の取り組みは、子ど

も・子育て分野の地域包括ケアシステム構築の視点

も含め「最幸のまち・川崎」をめざして前進してい

る。そこに参画している川崎市立看護短期大学の役

割も、ますます重要であるといえよう。
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